
上三川町定住促進住宅取得支援金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本町の定住人口の増加及び地域の活性化に資するため、

町内に定住する意思をもって住宅を取得する者に対し、上三川町定住促進住

宅取得支援金（以下「支援金」という。）について、上三川町補助金等基本条

例（平成２０年上三川町条例第９号）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによるものとする。 

(1) 定住 永く住むことを前提に町内に住宅を有し、その所在地が住所地と

して住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づく本町の住民基本

台帳に記録され、かつ、当該住所地を生活の本拠とすることをいう。 

(2) 住宅 台所、便所、浴室及び居室を有し、利用上の独立性を有する建築

物であって、自己の居住の用に供するもの（他の用途を併用している建築

物であって、延べ床面積の２分の１以上を自己の居住の用に供するもの（以

下「併用住宅」という。）を含む。）をいう。ただし、一時的に使用する物

及び賃貸、販売等の営利を目的とする物は除く。 

(3) 新築住宅 建物登記簿の建築年月日から起算して、１年を経過していな

い専用又は併用住宅であって、いまだ人の居住の用に供したことのないも

のをいう。 

(4) 町税 町民税、固定資産税、軽自動車税、町たばこ税、国民健康保険税

及び都市計画税をいう。 

(5) 固定資産税等 上三川町が課税する固定資産税及び都市計画税をいう。 

（交付対象） 

第３条 支援金の交付対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) しらさぎ地区及び石橋駅東地区に住宅を新築し、若しくは建売住宅を購



入し、又は町内の中古住宅を購入した所有者であること。なお、しらさぎ

地区は、しらさぎ一丁目、しらさぎ二丁目、しらさぎ三丁目地域内とし、

石橋駅東地区は、天神町地域内とする。 

(2) 町税の滞納がない者 

(3) 住宅の所有権を取得し、当該住宅の固定資産税等が課税されている者 

(4) 当該住宅を公共工事等に伴う移転補償で建設する者でないこと。 

(5) 夫婦どちらかが４０歳未満（中古住宅を購入した場合は、夫婦どちらか

が６０歳未満）である者（申請する初年度の４月１日現在） 

(6) ５年以上継続居住できる者 

(7) 自治会に加入する者 

(8) これまでに支援金を受けたことがない者 

２ 支援金の交付対象物件は、新たに取得し、現に居住している住宅及びその

住宅が建っている土地とする。 

（支援金の交付期間） 

第４条 支援金の交付対象期間は、前条第２項に規定する物件に係る固定資産

税等が課税された初年度から３年間とする。 

（支援金の額） 

第５条 支援金の額は、次のとおりとし、１会計年度１０万円を限度とし、予

算の範囲内で支援する。 

(1) 支援金の額は、前条に規定する期間の属する、それぞれの年度における

固定資産税等の額（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１６条

の法定減額措置の適用を受ける者にあっては、当該法定減額措置により算

定された固定資産税等の額をいう。以下同じ。）のうち、第３条第２項に規

定する物件に係る固定資産税等の額とする。 

(2) 前号の規定にかかわらず、別表に定める基本額及び加算金額により算出

された額が、支援金交付対象物件が初年度に課税された固定資産税等の額

を３倍した額に満たない場合は、３年間の支援金の総額は当該算出額とす



る。 

（交付申請及び実績報告） 

第６条 支援金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、上三

川町定住促進住宅取得支援金交付申請書兼実績報告書（別記様式第１号）に

次に掲げる書類を添えて、交付対象期間となる各年度の町長が定める期日ま

でに提出しなければならない。ただし、町長は、２年目以降の申請において、

添付書類を省略させることができる。 

 (1) 誓約書兼同意書（別記様式第２号） 

(2) 世帯全員の住民票の写し 

(3) 住宅の工事請負契約書又は売買契約書等の写し 

(4) 上三川町定住促進住宅取得支援金に係る共有名義者同意書（別記様式第

３号）（共有名義である場合） 

(5) その他町長が必要と認める書類 

（交付決定及び額確定） 

第７条 町長は、支援金の交付の決定及び額の確定をしたときは、上三川町定

住促進住宅取得支援金交付決定通知書兼確定通知書（別記様式第４号）によ

り、申請者に通知するものとする。 

（交付請求） 

第８条 申請者は、上三川町定住促進住宅取得支援金交付請求書（別記様式第

５号）に、申請する年度の固定資産税等に係る、領収証書又は納税証明書を

添えて町長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第９条 町長は、支援金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

に、次の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは、当該支援金の交付

の全部又は一部を取消すことができる。 

(1) 交付決定者が提出した書類に偽りその他の不正があったとき。 

(2) 前号に掲げるもののほか、町長が取消しが相当と認める事由があったと



き。 

２ 町長は、支援金の交付決定を取り消したときは、交付決定者に対し、上三

川町定住促進住宅取得支援金交付決定取消通知書（別記様式第６号）により

通知するものとする。 

（支援金の返還） 

第１０条 町長は、前条の規定により支援金の交付決定を取消した場合におい

て、支援金が既に交付されているときは、当該支援金の全部又は一部の返還

を命ずることができる。 

２ 町長は、前項の規定により支援金の返還を命ずる場合は、上三川町定住促

進住宅取得支援金返還命令書（別記様式第７号）により通知するものとする。 

（補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日）  

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日

までに行われた第７条に規定する交付の決定をされた支援金については、な

お従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年１０月３０日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和６年３月２９日から施行する。ただし、第３条及び別表の

改正規定は、令和６年４月１日から施行する。 

 



別表（第５条関係） 

基本額 新築住宅 ２００，０００円 

中古住宅 １００，０００円 

加算額 家族に１８歳未満がいる。１人あたり ５０，０００円 

町内業者が施行して建築 ５０，０００円 

夫婦どちらかが町内に就業・起業している ５０，０００円 

３世代以上同居 ５０，０００円 

町空き家バンクに登録された物件の取得 ５０，０００円 



 


